ほぼ週刊コラム「Partnership論」　その７２

「発明対価」の米国流支払方法：Deadly D（死ぬほどD）、とは何か
～～それは、D型非課税再編（Tax Free Reorganization D）を目一杯使った方法～～
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年末で忙しくなってきた。今週は「持ちネタ」から一つ披露する。それは簡単に言えば、「米国流の発明対価支払方法」。「米国corporateが、非課税制度を目一杯使って、発明対価を支払い、かつ、該発明を使用して得られる利益にかかる税を安くする方法」だ。
通称を「死ぬほどD」（Deadly D）と言う。いたずらっぽいネーミングだがその由来は、米国IRC（内国歳入慣例法）にある七つ（A型～G型）の非課税再編スキーム
 の内のD型非課税再編を目一杯 --- 通常二回 --- 使っていることにある。
D型非課税再編とは、簡単に言うと、「支配会社（controlled company）への資産移転に伴う等価交換取引は非課税扱い」というものだ。例えば、買収元の会社が買収先の会社のshareを、等価
 --- 日本人が考える「等価」とは少し違うので脚注2を必ず読んで頂きたい。 --- の対価（現金）で買い取る際、非課税扱いとなる。こうして会社再編を促す税制。
更に、D型非課税再編は別名「スピンオフ型」とも呼ばれる。由来は…。基本発明を思いついた会社員技術者が会社をスピンオフして発明完成に専念するためのclosely held firmを立ち上げ、首尾良く発明が完成した際、発明対価の授受に、この税制が良く使われるので、「スピンオフ型」と呼ばれる。
Deadly DではこのD型非課税再編を通常二度行うのだが、スピンオフ型を使う典型例を以下に説明する。スピンオフする会社員技術者を「Aさん」とし、立ち上げるclosely held firmをTarget Co.として、Deadly Dの典型例を時系列的に説明する。一枚のパワポに纏めた。それをご覧になりながら読み進めて頂きたい。
ある日、Aさんが基本発明を思いつきスピンオフする。あるlarge corporation（パワポでは「親会社」）に勤めるAさん　が、じっくりと周辺技術を研究開発したくなる基本発明をする。Aさんは親会社と交渉してスピンオフしてTarget Co.を設立し、周辺技術を研究開発することに専念する。
一般的にはこの時点からOpen Innovationが始まる。即ち、トランプゲームのポーカーに例えるなら、Aさんの基本発明をスペードのエースとして、キング・クィーン・ジャック・テンからなるロイヤル・ストレート・フラッシュを揃えるべく、世界中の色々な技術者と、その者達に或る割合のprofits interest（利益持率）を分け与えることを条件に、組んだり離れたりしながら、周辺技術を研究開発して、発明の完成を目指す。
そしてある日、努力が実り、発明が完成する。即ち、Target Co.が、完成した発明という「無形資産」を「所有」することになる。

（ちなみにパワポには、この様な「発明完成」以降を描写してある。Target Co.が無形資産を獲得して以降に行われる取引を、①②③として描写してある。）
一つ目のD型非課税再編取引：①、が行われる。即ち、Open Innovationの努力が実り、ロイヤル・ストレート・フラッシュが揃った時点で --- つまり発明が完成した時点で、パワポにおいて①で示した、「Target Co.の100% shareと対価（現金）の等価交換取引」が行われる。
ここで「等価」の意味に注意されたい。脚注1でも説明したが、完成した発明の等価の対価は、この時点では、FMV（適正市場価格）でもoutside basisでも表現されていないのが一般的だ。それは当然だ。なぜなら、新規発明の対価に相場価格があるわけがない。もし相場があるなら、それは新規ではない。「発明」ではない。
従って、equity as between the partnersの価額で等価交換取引が為される。これが非課税扱いとなる。その背景には、コラム２７『会計自由って何？』で説明したように、米国の「契約法」では、こういったclosely heldな取引、即ちnon arm’s length transactionにおいては「相当性の不審査法理（the doctrine not to judge the appropriateness）」が適用されるという「契約自由」の法環境がある。従って税務上も当然、「税務当局の損益不認識ルール（non recognition rule）」が適用され、非課税扱いとなる。
「等価」の意味が、米国は日本よりも広い。それは日本の法環境 --- 百年以上前に西洋から輸入した「民法」が全く進化しないガラパゴス環境、では「望むべくもない」ことだ。
さて、①のD型非課税再編取引の直後に…。

二つ目のD型非課税再編取引：②、が行われる。親会社が獲得した「Target Co.の100% share」をすぐさま、海外子会社
 に「等価」 --- 先ほど親会社がTarget Co.に支払ったのと同じ金額、で譲るのだ。この時点では、先ほど決まった「equity as between the partners」の価額が、「税務上の簿価」であると言えるようになっている。あるいは、そう値付けした「親会社」は、通常、listed corporation（日本でいえば、上場株式会社）であるから、その値付け価額は、適正市場価額（FMV）であるともoutside basisであるとも言える。
とにかく今度は、大手を振って「等価交換取引」であり、非課税だ。
そして、③：NewCo LLCが海外子会社によって米国に設立される。完成した発明という「無体資産」の所有権が、Target Co.からこのNewCo LLCに移される。①の取引でTarget Co.が獲得した「発明の対価」が、そのまま、Aさん（とOpen Innovationの過程で発明完成に寄与した何人か）に支払われる。こうして資産も現金も無くなったTarget Co.は、NewCo LLCに合併吸収され、 清算される。
お分かりだろう。NewCo LLCの業務は、発明特許等の無体資産の管理・運用を行い、獲得する利益を非課税のまま海外子会社にpass throughすること。主にこの二つだけだ。
このスキームで、Aさん達へ支払われた「発明の対価」は個人所得税の対象となる。非課税扱いではない。が、賢い米国人たちのことだから、この課税も租税回避しようとする。即ち獲得した「発明の対価」を次のOpen Innovationへの投資に回して、租税回避する。
詳しく言うと、Target Co.がAさん達に「発明対価」を支払う前に、何か次のテーマを見つけてきてそれを研究開発するclosely held firm（通常は、series LLC）を作って、そこに「発明の対価」の大部分を投資する。勿論、この新たな投資には、コラム３３で説明した「投資時の損益不認識」が適用される。即ち非課税だ。そしてAさん達は、この新たな投資の後に残った、当座に必要な金額だけをTarget Co.から支払ってもらい、それを「課税所得金額」として税務署に申告する。これだけは「課税扱い」だ。
全体としては上手く設計された税制だと思う。即ち、Innovation挑戦者には税優遇を与え、Innovation成功者には今度は「目利き」あるいはVenture Capitalistとなってもらうように促す。実に上手く設計された「税制」だと思う。

一つのInnovationが複数のInnovationを生み出していく。Venture Fund（リスク・マネー）や「目利き」や「挑戦者」がネズミ算式に増えていく。この様な「Innovation増幅税制」であることが、米国のpartnership税制の大きな特徴だ。
さて、Deadly Dの仕上げは、「該発明を使用して得られる利益にかかる税を安くする」ことだ。脚注3でも述べておいたので、読者の皆さんはもうお分かりだろう。
パワポで示した海外子会社のある「海外」とは、通常、アイルランドやケイマン諸島などの、corporate income tax rate（法人税率）の低い「タックス・ヘブン」だ。
だから、NewCo LLCが獲得する「該発明を使用して得られる利益」は、米国で課税されずに海外子会社にpass throughされた後も、その海外の「タックス・ヘブン」で低率で法人税（corporate income tax）が課せられるだけとなる。
さすがに私も、これは「やりすぎ」かな、と思う。ここまで税制優遇を与えなくても良いのでは、と思う。つまり…。
確かに、Innovationに挑んでいる最中は、税制優遇を与え、租税回避権も税金投入権も挑戦者に与えるべきだ。挑戦者は税金を「もらう側」にいて良い。しかし、Innovationが或る程度成功し巡航高度に達し、定常的に利益を生むようになった後は、税金を「払う側」に回るべきではないか。
無論、スタートした事業の「伸びしろ」の多寡に応じて、つまり、拡大再投資のために事業者の手元に残しておきたい金額の多寡に応じて、納税する金額は「調整」するべきだ。しかし、上記の様に、「タックス・ヘブンにある海外子会社に、利益をpass throughするNewCo LLC」の組合せを作られてしまうと、米国政府は、そういった「調整」に参加する権限を失ってしまう。社会全体に他に沢山ある「事業」に税金を回す権限の一部を失ってしまう。

近年、タックス・ヘブンへの風当たりが強くなっているが、それも少し分かる気がする。
ただ、海外子会社に低税率で蓄積していく「無体資産運用益」は、先述の「Innovation増幅税制」において重要な役回りをしてくれる。一つのInnovationが複数のInnovationを生み出していく中で、即ち、次に起こるDeadly Dでの二つ目のD型非課税再編：②で、海外子会社から親会社に支払われる現金（発明対価）の原資となっていく。
「政府」でなく「民間」にInnovation促進資金が蓄積していくこと。即ち、決断と実行において「政府」よりもスピーディーな「民間」に、「資金」が蓄積していくこと。このことは、オバマの言う「予測不可能なInnovation」にとっては、有利な事柄であろう。
さて最後に、この様なDeadly D非課税スキームが今の日本で可能か、を考えてみよう。パワポで、米国とあるところを日本と置き換えて、同様なことが可能か考えてみよう。
結論から言うと「ダメそう」だ。今の日本の税制では、①②③もその他関連の取引も、「非課税とはならない」か「不完全な非課税」となる。
唯一、②の取引で海外子会社から（日本の）親会社に渡される現金は、非課税となるかもしれない。なぜなら2009年、日本でも「海外留保利益の日本への環流を（大半）非課税とする」、所謂Repatriation Taxationが始まったからだ。
一つ一つ説明することはしないが、日本ではDeadly D非課税スキームは出来ない、と言えよう。
今週は、驚愕の米国Innovation増幅税制の一例を、Deadly Dの説明でご覧に入れた。如何でしたでしょうか？ガッテンして頂けましたでしょうか？

米国に「やり過ぎ」の部分があるのは確かだ。しかし、見方を変えれば、「こうまでして、Innovationに挑む者にincentiveを与えている。」ともいえる。日本が見習うべきものがあると思う。

少なくも、この様な米国税制を知らないで、軽々しく「Open Innovation」や「スピンオフ」を論じることは止めた方が良いと思う。
今週は以上。来週も乞うご期待。
Aさんん








�  教科書『� HYPERLINK "http://www.amazon.com/Outline-Corporate-Partnership-Taxation-Outlines/dp/0314277560/ref=sr_1_1?s=books&ie=UTF8&qid=1386295651&sr=1-1&keywords=Corporate+and+Partnership+Taxation+7th+edition" \t "_blank" ��Corporate and Partnership Taxation 7th edition�』、pp.299-342に説明あり。


�　ここで「等価」の意味は、「該shareのoutside basisが決まっている場合はその価額、また、該shareのoutside basisが決まっていない場合はthe privityで合意に達した価額 ---　即ち、equity as between the partners　--- の価額」、の意味だ。必ずしも適正市場価額（fair market value : FMV）でないことに注意されたい。


� 通常、この海外子会社は、corporate income tax rate（法人税率）の低い、アイルランドやケイマン諸島などの「タックス・ヘブン」に作ることが多い。
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